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第一部 【企業情報】
　

第１ 【企業の概況】

　

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第125期
第２四半期
連結累計期間

第126期
第２四半期
連結累計期間

第125期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 81,124 98,811 198,884

経常利益 (百万円) 162 6,635 5,308

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益又は
親会社株主に帰属する
四半期純損失（△）

(百万円) △296 3,988 2,080

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 446 3,665 5,444

純資産額 (百万円) 64,006 72,252 69,004

総資産額 (百万円) 184,735 190,816 190,202

１株当たり四半期(当期)純利益
又は四半期純損失（△）

(円) △1.42 19.08 9.95

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.5 37.6 36.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 866 31,690 △15,419

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,373 △804 △1,388

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,075 △3,431 △3,563

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 39,538 50,140 22,909
 

 

回次
第125期
第２四半期
連結会計期間

第126期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 5.70 12.50
 

(注) １. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

 ２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ３. 第126期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び第125期の潜在株式調整後

１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 ４. 第125期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期

純損失が計上されており、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 ５. 「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期(当期)純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益又

は親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容

について重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

　

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事

業年度（第125期）有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項については、当四半期報告書提出日現在において当社グループが

判断したものであります。

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費の回復が伸び悩むなか、企業業績や

雇用・所得環境が改善を続け、民間設備投資の持ち直しなどにより、景気は緩やかな回復基調をた

どりました。

国内建設市場におきましては、政府建設投資は前年度の反動による減少はあるものの高水準で推

移し、民間建設投資については、企業収益の改善基調を背景に増加傾向となりました。

今後のわが国経済は、企業収益や雇用情勢の改善等を背景に、緩やかながらも回復基調が続くも

のと期待されますが、アジア経済の減速懸念等が、日本経済を下押しするというリスクを含んでお

ります。また、国内建設市場におきましては、資機材価格の高止まりや建設労働者不足による労務

費の高騰等、経営環境は依然として厳しい状況におかれております。

このような環境のもと、当社グループは、平成25年度を初年度とする「中期経営計画」（2013年

度～2015年度）を推進しております。この「中期経営計画」の基本方針に掲げる「事業規模の堅

持」、「収益性の向上」、「顧客志向を高める」を達成することにより、経営基盤を強化し、顧客

と社会からの期待と信頼に応える持続的成長企業を目指してまいります。

また、「安全を全てに優先させる」という基本方針のもと、安全・安心の確保、更にはコンプラ

イアンスの徹底を図り、社会的責任を果たしてまいります。

こうした状況のもと、当第２四半期連結累計期間における当社グループの連結業績は、売上高は

98,811百万円（前年同四半期比21.8％増）、営業利益は7,115百万円（前年同四半期は営業利益292

百万円）、経常利益は6,635百万円（前年同四半期は経常利益162百万円）、親会社株主に帰属する

四半期純利益は3,988百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失296百万円）とな

りました。
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当社グループのセグメントの業績は、次のとおりであります。

　

（国内土木事業）

手持工事の進捗が順調に推移し、当第２四半期連結累計期間の売上高は45,592百万円（前年同四

半期比33.6％増）、セグメント利益（営業利益）は4,353百万円（前年同四半期比151.1％増）とな

りました。

　

（国内建築事業）

当第２四半期連結累計期間の売上高は20,530百万円（前年同四半期比22.6％減）となり、工事採

算性の改善によりセグメント利益（営業利益）は1,036百万円（前年同四半期比478.5％増）となり

ました。

　

（海外事業）

東南アジアを拠点とし、海上土木工事と火力発電所等プラント工事が順調に推移し、当第２四半

期連結累計期間の売上高は27,396百万円（前年同四半期比94.6％増）、セグメント利益（営業利

益）は2,653百万円（前年同四半期はセグメント損失1,041百万円）となりました。

　

（その他）

当第２四半期連結累計期間の売上高は5,291百万円（前年同四半期比17.5％減）、セグメント利

益（営業利益）は736百万円（前年同四半期比2.7％増）となりました。

　

（２）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して614百万円増加

し、190,816百万円となりました。これは、主に受取手形・完成工事未収入金等が減少したもの

の、現金預金が増加したことによるものです。

負債は、前連結会計年度末と比較して2,633百万円減少し、118,564百万円となりました。これは

主に未成工事受入金が増加したものの、支払手形・工事未払金等が減少したことによるものです。

純資産は、前連結会計年度末と比較して3,247百万円増加し、72,252百万円となりました。な

お、自己資本比率は37.6％と、前連結会計年度末と比較して1.5ポイント増加しております。

　

（３）キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結累計期間におきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、工事代金の

入金等により31,690百万円の資金増加（前年同四半期は866百万円の資金増加）となりました。投

資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出等により804百万円の資金減少

（前年同四半期は1,373百万円の資金減少）となりました。財務活動によるキャッシュ・フロー

は、借入金の返済等により3,431百万円の資金減少（前年同四半期は3,075百万円の資金減少）とな

りました。以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末の残高は、前連結会計

年度末に比べ27,230百万円増加し、50,140百万円（前年同四半期は39,538百万円）となりました。
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はあり

ません。厳しい経営環境が続いておりますが、「中期経営計画」を着実に達成し、強固な経営体質

に改善すべくグループ一丸となって取り組んでおります。

　

なお、当社は会社の支配に関する基本方針を定めており、その内容等は次のとおりであります。

　

①基本方針の内容

当社は、公開会社として株式を上場し、株主、投資家の皆様による株式の自由な取引が認められ

ている以上、当社株式に対する大規模買付提案またはこれに類似する行為があった場合において、

これに応じて当社株式の売却を行うか否かの判断は、最終的には株主の皆様の意思に基づき行われ

るものであると考えております。

当社株式の売却を行うか否か、すなわち大規模買付提案等に応じるか否かの判断を株主の皆様に

適切に行っていただくためには、大規模買付者側から買付の条件や買収した後の経営方針、事業計

画等に関する十分な情報提供がなされる必要があると考えます。また、当社は、その大規模買付提

案に対する当社取締役会の評価や意見、大規模買付提案に対する当社取締役会による代替案等も株

主の皆様に提供しなければならないと考えます。株主の皆様には、それらを総合的に勘案したうえ

でご判断をいただく必要があると考えます。

当社の財務及び事業の方針を決定する者は、当社の経営理念を理解し、当社を支えるステークホ

ルダーとの信頼関係を十分に構築することができ、当社の企業価値、株主共同の利益を中長期的に

向上させることのできる意思と能力を備えている必要があると考えます。

したがって、大規模買付提案にあたって当社や当社の株主に対し、提案内容に関する情報や意

見、評価、代替案作成に必要な時間を与えない大規模買付者、買付の目的及び買付後の経営方針等

に鑑み、当社の企業価値・株主共同の利益を損なうことが明白である大規模買付提案を行う買付

者、買付に応じることを株主に強要するような仕組みを有する提案等を行う大規模買付者は、当社

の財務及び事業の方針を支配する者としては適切ではないと考えています。

　このような大規模買付提案または大規模買付行為等があった場合には、当社は、法令及び定款に

よって許容される限度において、企業価値や株主共同の利益を確保するために必要な措置を講じる

ことを基本方針とします。

　

②基本方針の実現に資する取り組み

当社は、より多くの投資家の皆様に末永く継続して投資いただくため、当社グループの企業価値

ひいては株主共同の利益を向上させる取り組みとして、「高い技術をもって、社業の発展を図り、

健全な経営により社会的責任を果たす」という経営理念を掲げ、その実現のための中期経営構想を

実践しております。また、これらと並行して、コーポレート・ガバナンスの強化、充実に取り組ん

でおります。　
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③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止する取り組み

当社は、当社株式に対する大規模買付提案またはこれに類似する行為があった場合には、企業価

値及び株主共同の利益の確保のため、適時適切な情報開示に努めるとともに、その時点において適

切な対応をしてまいります。

　

④基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維

持を目的とするものではないことについて

当社の中期経営構想は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させる取り組みとして、

当社の経営理念を実現させるため実践しているものであり、まさに当社の基本方針に沿うものであ

ります。

従いまして上記の取り組みは、当社の会社役員の地位の維持を目的としたものではありません。

　

（５）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は357百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。
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第３ 【提出会社の状況】

　

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 600,000,000

計 600,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成27年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 224,946,290 224,946,290
東京証券取引所
(市場第一部）
札幌証券取引所

単元株式数は1,000株であ
ります。

計 224,946,290 224,946,290 ― ―
 

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４） 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成27年７月１日～
平成27年９月30日

― 224,946 ― 18,976 ― 4,744
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（６）【大株主の状況】

  (平成27年９月30日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

太平洋セメント株式会社 東京都港区台場二丁目３番５号 10,685 4.75

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 10,584 4.71

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 7,706 3.43

東亜建設工業鶴株会 東京都新宿区西新宿三丁目７番１号 7,348 3.27

ＪＦＥスチール株式会社 東京都千代田区内幸町二丁目２番３号 7,148 3.18

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 6,642 2.95

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE
PORTFOLIO                  
（常任代理人 シティバンク銀行
株式会社）

388 GREENWICH STREET, NY, NY 10013, USA   
（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）

5,773 2.57

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 5,723 2.54

東亜建設工業社員持株会 東京都新宿区西新宿三丁目７番１号 5,405 2.40

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 5,127 2.28

計 ― 72,143 32.07
 

(注) １．上記のほか当社所有の自己株式12,406千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合5.52％）が

あります。

２．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)       10,584千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)    6,642千株
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（７）【議決権の状況】

① 【発行済株式】

(平成27年９月30日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 12,406,000
 

(相互保有株式)
普通株式 3,513,000
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 208,456,000
 

208,456 ―

単元未満株式 普通株式 571,290
 

― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 224,946,290 ― ―

総株主の議決権 ― 208,456 ―
 

(注) １．「完全議決権株式（その他）」欄には株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。

 また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

２．「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。

自己株式                                 348株

相互保有株式   信幸建設株式会社         806株

相互保有株式   鶴見臨港鉄道株式会社     730株

 

② 【自己株式等】

(平成27年９月30日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東亜建設工業株式会社

東京都新宿区西新宿
三丁目７番１号

12,406,000 ― 12,406,000 5.52

(相互保有株式)
信幸建設株式会社

東京都千代田区神田司町
二丁目２番地７

2,507,000 ― 2,507,000 1.11

(相互保有株式)
鶴見臨港鉄道株式会社

神奈川県横浜市鶴見区
豊岡町18番１号

1,006,000 ― 1,006,000 0.45

計 ― 15,919,000 ― 15,919,000 7.08
 

　

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

　

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

(平成19年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号）に

準じて記載しております。

　

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年７

月１日から平成27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受

けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 22,935 50,170

  受取手形・完成工事未収入金等 89,701 65,396

  未成工事支出金等 ※１  8,397 ※１  9,212

  販売用不動産 4,108 4,050

  その他 19,247 16,356

  貸倒引当金 △503 △565

  流動資産合計 143,887 144,621

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 4,952 4,929

   機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 4,022 4,103

   土地 19,965 19,918

   その他 529 854

   有形固定資産合計 29,468 29,805

  無形固定資産 533 680

  投資その他の資産   

   投資有価証券 14,153 13,540

   その他 2,804 2,814

   貸倒引当金 △644 △644

   投資その他の資産合計 16,312 15,710

  固定資産合計 46,314 46,195

 資産合計 190,202 190,816

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 52,767 42,600

  短期借入金 ※２  14,229 ※２  14,071

  未払法人税等 1,801 3,086

  未成工事受入金 9,516 15,320

  預り金 15,187 19,345

  完成工事補償引当金 370 372

  工事損失引当金 1,566 1,531

  その他 3,581 3,350

  流動負債合計 99,021 99,679

 固定負債   

  長期借入金 15,052 12,265

  再評価に係る繰延税金負債 2,688 2,679

  退職給付に係る負債 2,847 2,397

  その他 1,588 1,543

  固定負債合計 22,176 18,885

 負債合計 121,197 118,564
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 18,976 18,976

  資本剰余金 18,113 18,113

  利益剰余金 26,015 29,558

  自己株式 △2,052 △2,053

  株主資本合計 61,053 64,595

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 4,247 3,821

  繰延ヘッジ損益 51 19

  土地再評価差額金 3,154 3,190

  退職給付に係る調整累計額 125 199

  その他の包括利益累計額合計 7,579 7,230

 非支配株主持分 371 425

 純資産合計 69,004 72,252

負債純資産合計 190,202 190,816
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 81,124 98,811

売上原価 76,191 86,991

売上総利益 4,933 11,819

販売費及び一般管理費 ※１  4,640 ※１  4,704

営業利益 292 7,115

営業外収益   

 受取利息 37 30

 受取配当金 122 130

 その他 63 37

 営業外収益合計 223 199

営業外費用   

 支払利息 269 220

 為替差損 － 294

 その他 83 164

 営業外費用合計 353 679

経常利益 162 6,635

特別利益   

 固定資産売却益 3 18

 特別利益合計 3 18

特別損失   

 固定資産除却損 29 33

 減損損失 31 41

 その他 34 26

 特別損失合計 95 101

税金等調整前四半期純利益 70 6,552

法人税、住民税及び事業税 448 2,469

法人税等調整額 △120 40

法人税等合計 327 2,510

四半期純利益又は四半期純損失（△） △257 4,042

非支配株主に帰属する四半期純利益 38 54

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△296 3,988
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △257 4,042

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 254 △426

 繰延ヘッジ損益 △1 △32

 土地再評価差額金 － 8

 退職給付に係る調整額 450 73

 その他の包括利益合計 703 △376

四半期包括利益 446 3,665

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 407 3,611

 非支配株主に係る四半期包括利益 38 54
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
  至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
  至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 70 6,552

 減価償却費 885 925

 減損損失 31 41

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 62

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △250 △449

 受取利息及び受取配当金 △160 △161

 支払利息 269 220

 有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） - 1

 有形及び無形固定資産売却損益（△は益） △2 △4

 有形及び無形固定資産除却損 22 22

 売上債権の増減額（△は増加） 15,264 24,305

 未成工事支出金等の増減額（△は増加） △10,785 △815

 販売用不動産の増減額（△は増加） 38 58

 仕入債務の増減額（△は減少） △7,992 △10,167

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 4,202 5,803

 その他 1,422 6,545

 小計 3,012 32,940

 利息及び配当金の受取額 155 165

 利息の支払額 △275 △222

 法人税等の支払額 △2,026 △1,192

 営業活動によるキャッシュ・フロー 866 31,690

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △850 △1,166

 有形固定資産の売却による収入 4 68

 無形固定資産の取得による支出 △55 △253

 有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △15 △20

 有価証券及び投資有価証券の売却による収入 - 0

 貸付けによる支出 △729 △23

 貸付金の回収による収入 278 600

 その他 △4 △9

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,373 △804

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） - △50

 長期借入金の返済による支出 △2,591 △2,895

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △414 △415

 その他 △69 △70

 財務活動によるキャッシュ・フロー △3,075 △3,431

現金及び現金同等物に係る換算差額 106 △223

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,476 27,230

現金及び現金同等物の期首残高 43,014 22,909

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  39,538 ※1  50,140
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【注記事項】

（会計方針の変更等）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日　至 平成27年９月30日)

(会計方針の変更)

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会
計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月
13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第
７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期
間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余
金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に
変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、
暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計
期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示
の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更
を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務
諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変
動を伴わない子会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によ
るキャッシュ・フロー」の区分に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もし
くは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッ
シュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する方法に変更しており
ます。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第
44－５項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従ってお
り、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。

　なお、四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結財務諸表等におけるキャッ
シュ・フロー計算書の作成に関する実務指針第26－４項に定める経過的な取扱いに従っており、
比較情報の組替えは行っておりません。

　また、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありませ
ん。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　※１　未成工事支出金等の内訳は、次のとおりであります。

 前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

未成工事支出金
ＰＦＩ事業等たな卸資産

5,208
1,864

百万円
 

5,801
1,735

百万円
 

その他のたな卸資産 1,324  1,674  

計 8,397  9,212  
 

　

２　偶発債務

(1)連結会社以外の会社等の金融機関からの借入等に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

 
当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

当社従業員(銀行借入保証) 13百万円  当社従業員(銀行借入保証) 12百万円

全国漁港・漁村振興漁業協同
組合連合会(借入保証)

220  
全国漁港・漁村振興漁業協同
組合連合会(借入保証)

220

その他３件 382  その他５件 939

計 615  計 1,172
 

　

(2)当社は、過去に施工した建築工事（平成９年竣工）の瑕疵を理由として、当該工事の発注

    者より東京地方裁判所において損害賠償請求訴訟（請求金額1,206百万円）を提起されて

    おり、現在係争中であります。なお、現時点で裁判の結果を予測することはできません。

　

３　※２　提出会社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行７行とコミットメントライン

（特定融資枠）契約を締結しております。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

コミットメントライン契約の総額 20,000百万円 20,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 20,000 20,000
 

　

（四半期連結損益計算書関係）

   ※１ このうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

従業員給料手当 1,922百万円 1,966百万円

退職給付費用 217 151 

貸倒引当金繰入額 △1 △6 
 

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

   ※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

現金預金勘定 39,568百万円 50,170百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△30 △30

現金及び現金同等物 39,538 50,140
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 425 2 平成26年３月31日 平成26年６月30日

 

(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期

連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 425 2 平成27年３月31日 平成27年６月29日

 

(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期

連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円）

 

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注３)

国内土木
事業

国内建築
事業

海外事業 計

　売上高         

 (1) 外部顧客に対する売上高 34,124 26,509 14,075 74,710 6,414 81,124 ― 81,124

 (2) セグメント間の内部
　　 売上高又は振替高

36 26 ― 62 10,425 10,488 △10,488 ―

　計 34,161 26,536 14,075 74,772 16,840 91,613 △10,488 81,124

セグメント利益又は損失(△) 1,733 179 △1,041 871 716 1,588 △1,295 292

 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、建設機械の製

造・販売及び修理事業、ＰＦＩ事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△1,295百万円には、セグメント間取引消去11百万円及び各報告セグ

メントに帰属しない一般管理費△1,306百万円が含まれております。

３．セグメント利益又は損失は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円）

 

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注３)

国内土木
事業

国内建築
事業

海外事業 計

　売上高         

(1) 外部顧客に対する売上高 45,592 20,530 27,396 93,519 5,291 98,811 ― 98,811

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

218 444 ― 663 10,949 11,613 △11,613 ―

　計 45,811 20,975 27,396 94,183 16,241 110,424 △11,613 98,811

 セグメント利益 4,353 1,036 2,653 8,044 736 8,780 △1,665 7,115

 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、建設機械の製

造・販売及び修理事業、ＰＦＩ事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△1,665百万円には、セグメント間取引消去△208百万円及び各報告セグメント

に帰属しない一般管理費△1,456百万円が含まれております。

３．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)(円)

△1.42 19.08

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(百万円)

△296 3,988

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る
親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(百万円)

△296 3,988

普通株式の期中平均株式数(千株) 209,027 209,025
 

(注) 前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期

純損失が計上されており、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第２四半期連結累

計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成27年11月12日

東亜建設工業株式会社

取締役会 御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   安 田     弘  幸   印
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   奥 見     正  浩   印
 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る東亜建設工業株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連

結会計期間(平成27年７月１日から平成27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月

１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。
　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。
　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比

べて限定された手続である。　

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。　
　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亜建設工業株式会社及び連結子

会社の平成27年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
　

以　上

　
 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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